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Ⅰ．研究の背景と目的

現在、小学校では、児童指導上の課題解決や特別支
援教育の充実など、教員のみの対応では難しい子ども
への支援が求められるようになっている。特に、近年
は、子どもの貧困やひとり親家庭の対応といった福祉
に関する問題も多く、その対応は教員と福祉の専門職
との協働が求められるようになっている。また、道徳
や総合学習の時間において福祉問題を扱うことがあ
り、小学校教員は福祉教育の一端を担う存在でもある
といえる。
教員として、多様化、増加する福祉的ニーズを持つ
子どもとその家庭と関わるために社会福祉に関する知
識を修得し、子どもへの福祉教育を行うための視点を
身につけることは、子どもの教育および支援をより積
極的に行える力となる。しかしながら、小学校教員養
成課程において、教員免許取得のための必修科目とし
て「社会福祉」そのものを学ぶ科目は設置されていな
い。
教員養成課程における社会福祉の学習について論じ
た先行研究は少なく、特に小学校教員養成課程の学生
に限定したものはごく限られる。そのなかで参考にな
るのが、西尾・上續（1998）の研究であり、1997 年
に小学校教員養成を行っている四年制大学の社会福祉
関連科目の設置状況について調査を実施し、その特徴
や科目設置をめぐる今後の課題について明らかにして
いる。しかし、すでに調査から 20 年が経過し、当時
よりも子どもたちの福祉的な課題は増加し、小学校に
求められる社会的役割も変化している。そのため、近
年の動向をふまえて、小学校教員養成課程における社
会福祉の学びについて検討することが必要である。
そこで、本稿では、現在の小学校教員養成課程にお
いて社会福祉を学ぶ意義ついて考察することを目的と
する。研究方法は文献研究の手法を用い、教育分野お

よび児童家庭福祉分野に関する制度施策の動向や調査
の結果および関連する文献をもとに、①福祉ニーズの
ある子どもと家庭に対する理解、②福祉専門職との連
携、③子どもへの福祉教育の展開の 3つの視点から検
討する。

Ⅱ．福祉ニーズのある子どもと家庭に対する理解

1．多様化する福祉ニーズを持つ子どもとその家庭
小学校教員として関わる子どもたちおよびその家庭
の中には、福祉ニーズを持つ者も少なくない。具体的
には、貧困家庭の子ども、ひとり親世帯の子ども、障
害のあるまたは疑われる子ども、被虐待児、児童福祉
施設の入所児童など、さまざまな状況の子どもたちが
小学校には存在し、その数は増している。本章では、
特に近年、増加している貧困家庭の子ども、虐待を受
けている子ども、障害のある子ども、里親・養子縁組
家庭などの子ども、そしてそれらの子どもたちの家庭
に着目する。そして、小学校教員が福祉的ニーズのあ
る子どもやその家庭を理解する必要性について明らか
にする。

2．貧困家庭の子どもへの理解
「平成 28 年　国民生活基礎調査の概況」によれば、
2015 年の子どもの貧困率は 13.9％であり、12 年ぶり
にやや改善されたものの、7人に 1人が貧困の状態で
ある。また、子どもがいる現役世帯の貧困率（子ども
がいる現役世帯の相対的貧困率）は 12.9％、そのうち
母子・父子家庭など、大人が 1人の世帯では 50.8％と
極めて高く、大人が 2人以上いる世帯の 10.7％に比べ
て経済的に厳しい生活を送っている世帯の割合が多い
ことがわかる（厚生労働省 2017）。
現代の我が国の子どもの貧困は、子どもの身なりな
どを見ただけでは判断がしづらいことに特徴がある。
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実情は、一日の中で給食だけが満足な食事であったり、
医療費がなく適切な治療を受けていなかったりするこ
とは珍しくない。欠食や適切な医療を受けられない状
態は、子どもの健やかな育ちに必要なケアが十分にな
されていないことを示す。
また、経済的な困窮は、保護者を疲弊させる。子ど
もの貧困の背景には、保護者が非正規雇用など不安定
な収入状況であることや、疾病や障害のため働けない
状態であることが多い。低賃金で働く保護者のなかに
は、生活のために長時間労働を余儀なくされ、時間や
体力・精神的な余裕がなくなり、子どもに対して穏や
かに接することが難しくなってしまう人もいる。果て
は虐待へと発展していく可能性もある。さらに、貧困
は、子どもたちの友人関係にも影響を及ぼす。友人の
間で流行しているものを買うことができない、少し離
れた場所に一緒に遊びに行く交通費が捻出できず諦め
る、そういったことを続けるうちに友人と疎遠になっ
たり、いじめに発展したりすることもある。また、友
人との間の劣等感から自己肯定感が低くなる傾向もあ
る。このような貧困から生じる親や友達との関係の歪
みから、子どもたちは、家庭や学校に自分の居場所を
感じられず、不登校や非行につながることもある。
さらに、子どもの育つ家庭の経済状況は、子どもの
学力にも影響する。調査によれば、学校以外の教育に
関する支出が多い家庭の子どもの学力は高いという結
果が出ている（国立大学法人お茶の水女子大学 2014）。
貧困家庭の子どもは、学習塾や習い事などに行く経済
的余裕はなく、平均的な収入がある家庭の子どもとの
間に学力の格差が生じやすい。また、家庭学習の面に
おいても、貧困家庭の親は仕事や生活に追われている
ことが多いため子どもへの学習の促しや宿題などの見
守りなどが十分でなかったり、自宅に子どもが落ち着
いて学習する環境がなかったりするなど、子どもの学
習習慣が身につきにくい状況もある。学力が低くなる
と学校での学習に苦痛を感じたり、興味を持てなく
なったりし、不登校へとつながる場合もある。その結
果、友人関係など学校で構築されるはずの社会とのつ
ながりも失い、子どもは孤立していくことになる。そ
して、学力の差は将来の進学や就職にも大きな影響を
及ぼし、その結果、学力の低い者の多くは成人後の収
入が低く、貧困の再生産を生む。したがって、子ども
の学力差が小さいうちに支援すること、つまり、小学

校での子どもに対する教育支援が貧困対策としては重
要であるといえる。
現在、子どもの貧困問題は、国家的な課題として総
合的に対策が推進されている。2013 年 6 月には「子
どもの貧困対策の推進に関する法律」が成立し、翌年
8月には「子供の貧困対策に関する大綱」が閣議決定
された。大綱において、学校は貧困対策のプラット
フォームとしての役割が求められている。
貧困家庭に対して教育現場で実施されている経済的
支援が「就学援助」である。これは、経済的理由によ
り就学困難と認められた場合に学用品や給食費などの
援助を行うものである。文部科学省 （2017）によれば、
「就学援助」を受けている子どもの割合は、2014 年度
で 15.39％であり、6 人に 1 人の割合で就学困難な経
済状況の家庭があることがわかる。しかしながら、
2015 年度の就学援助制度に関する周知状況について
見てみると、毎年度の進級時に学校で就学援助制度の
書類を配付している市町村の割合は 70.5％、入学時に
学校で就学援助制度の書類を配付している市町村の割
合は 69.6％であり、制度利用が必要な家庭全てに情報
が届けられているとは言えない状況である。この数字
は、市町村および教員の貧困対策への意識の低さが現
れているとも取れる。
子どもの貧困対策では、子どもの将来がその生まれ
育った環境によって左右されることのない社会を実現
することをめざし、教育の支援、生活の支援、就労の
支援、経済的支援等を実施していくことが求められる。
したがって、教員は、貧困が子どもたちの育ちに大き
く影響を及ぼし、非行や不登校などの二次的な問題を
引き起こす要因となること、そして、貧困家庭の子ど
もは、家庭や社会から孤立してしまいやすい立場でも
あることを理解しておく必要がある。また、貧困の再
生産を繰り返さないためにも、小学校での教育支援が
重要である。これらをふまえ、他機関とも連携しつつ、
教育の場でできる具体的な支援を展開していくことが
求められる。

3．児童虐待についての理解
児童虐待の現状について、被虐待者の年齢別対応件
数を見てみると、小学生は、2015 年度は 3 万 5 千件
を超え、全対応件数の 3分の 1を占めていることがわ
かる（表 1）（厚生労働省 2016）。ただし、この数値は
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あくまでも児童相談所が相談対応した件数であり、潜
在的にはさらに多くの虐待が行われていると考えられ
る。したがって、小学校の教員が担当するクラスの児
童の中に被虐待児やその疑いがある子どもが含まれて
いる可能性は少なくない。
教員には、児童虐待を発見した場合、通告する義務
が課せられている。総務省の調査（総務省行政評価局 

2010a）によれば、小・中学校教職員に、勤務先の学
校において児童虐待またはそのおそれを発見した場合
に、速やかに児童相談所や市区町村児童虐待対応の担
当課に相談、情報提供することに抵抗を感じるか尋ね
ると、「抵抗がないと感じる」及び「どちらかといえ
ば抵抗がないと感じる」が合わせて 71.7％であり、通
告をためらわずに行う者が義務にも関わらず 7割に留
まっていることがわかる。また、教育委員会が教職員
等向けに実施している児童虐待対応に関する研修つい
て、「十分だと思う」または「どちらかといえば十分
だと思う」と回答した教職員に、研修による意識変化
を尋ねると、「子どもの日常的な行動や様子から児童
虐待の可能性を念頭に置くようになった」が 74.6％と
最も多く、次いで「児童虐待又はそのおそれを発見し
た場合は、速やかに管理職に相談するなど組織的な対
応を心がけるようになった」が 56.6％、「児童相談所
や市区町村への相談や通告をためらわずに行うことが
できるようになった」が 36.8％と答えている（総務省
行政評価局 2010b）。上記の結果から、研修が教職員
の虐待対応への意識を変化させる契機となることがわ
かる。
また、上本・李（2014）は、児童虐待関連講義を受
けたことがある教員養成課程の大学生を対象とした調

査を実施し、児童虐待の種類、児童虐待を発見するポ
イントや発見時の対応などは、児童虐待問題に関心が
あるほど、講義を聞いた経験を持つほど、正確な知識
を持つほど、調査で提示した虐待行為を虐待であると
認識していること、虐待行為を虐待であると認識して
いる学生は、虐待ではないと認識していた学生に比べ
て被虐待児童の発見時に通告する意思を持っているこ
とを明らかにしている。そして、教員養成課程の大学
生が的確な認識に基づいて、行動に移せるように、児
童虐待に関する的確で継続的な教育を行うことが必要
であることを提言している。
さらに、教員が被虐待児童の早期発見と適切な対応
をするためには、継続的な学習機会の提供により的確
な知識を持つとともに、学校内外のネットワークを整
備すること、関係者間において共通認識を持つこと、
情報を共有することなどが必要であると言われている
（李・安達 2015）。
以上のことから、児童虐待に関する知識を持つこと
が、学生が教員となった際に、早期発見や支援をして
いくうえで重要であるといえる。

4．障害のある子どもとその家庭についての理解
現在、小学校では特別支援教育の充実が求められて
いる。都築ら（2014）の研究に代表されるように、こ
れまでも障害児への特別支援教育に関する知識の獲得
という観点から教員養成課程における専門科目の設置
や学習の必要性が検討されてきた。
そして、教職員免許法の一部改正に基づき、2019
年度より、特別支援教育に関する科目である「特別の
支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対する理解」

表 1　被虐待者の年齢別対応件数の年次推移
（単位：件）

平成 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 対 前 年 度
構成割合
（％）

構成割合
（％）

構成割合
（％）

構成割合
（％）

構成割合
（％）

増減数 増減率
（％）

総　　数 59 919 100.0 66 701 100.0 73 802 100.0 88 931 100.0 103 286 100.0 14 355 16.1

0 ～ 3 歳未満 11 523 19.2 12 503 18.7 13 917 18.9 17 479 19.7 20 324 19.7 2 845 16.3
3 歳～学齢前 14 377 24.0 16 505 24.7 17 476 23.7 21 186 23.8 23 735 23.0 2 549 12.0
小学生 21 694 36.2 23 488 35.2 26 049 35.3 30 721 34.5 35 860 34.7 5 139 16.7
中学生 8 158 13.6 9 404 14.1 10 649 14.4 12 510 14.1 14 807 14.3 2 297 18.4
高校生・その他 4 167 7.0 4 801 7.2 5 711 7.7 7 035 7.9 8 560 8.3 1 525 21.7

出所：厚生労働省（2016）平成 27 年度福祉行政報告例の概況. 8．
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が必修化されることになった。これにより、障害のあ
る子どもたちに対する教育・支援については、一定の
知識を学生が得られるようになることは評価できる。
しかしながら、この科目のコアカリキュラムで示され
た教授内容は、あくまでも特別な支援が必要な子ども
への教育・支援方法に限定されている点に課題がある。
なぜならば、実際には、小学校教員は、障害のある
子どもだけでなく、その保護者やきょうだいとも関わ
ることになる。たとえば、親の障害受容と向き合うこ
とや子育て相談に対応することが求められる場面もあ
る。また、障害のある子どものきょうだいの担任とな
る場合もある。障害のある子どものきょうだいは、兄
弟姉妹の障害受容や将来への不安など、健常児の兄弟
姉妹とのなかで成長する子どもとは異なるニーズを持
つため支援が必要であること、そして、その支援の一
端を教員が担わなくてはならないことは、網川・池本
（2012）などの多くの先行研究で明らかとなっている。
勝二・平野（2008）が「障害に関する専門的知識を必
ずしも有していない通常学校の教員がまずできること
は、きょうだいは特有の悩みがあり、教育的支援が必
要であることを教員として知っておくことであろう。
少なくともきょうだい支援が必要であることを教員間
で共通理解し、教員を含めた周りの不適切な言動に注
意する必要がある。そのためには、教員養成段階や研
修の機会にきょうだい支援の必要性について触れてお
くことが重要であると思われる。」と述べているよう
に、小学校教員には障害のある子どものきょうだいに
ついての理解と対応が求められる。つまり、障害児だ
けでなく、その家族も含めた理解が必要であると言え
る。

5．社会的養護についての理解
小学校教員は社会的養護への理解も求められる。そ
の理由として、以下の二つがあげられる。
第一に、児童福祉施設の子どもたちと関わることが
あげられる。小学生のなかには、児童養護施設や母子
生活支援施設から通学する者もいる。また、児童心理
治療施設や児童自立支援施設では、施設によって地域
の小学校への通学や施設内の分校などで教育を受ける
者もいる。いずれの施設の子どもたちも施設入所に至
るまでの背景や入所後の状況などによって、学校生活
において配慮が必要なことも多く、教員は施設職員と

連携をとりながら子どもたちの教育に当たることが重
要である。そのためには、教員は、各施設種別につい
ての基本的知識や入所している子どもの傾向等を理解
しておくことが前提となる。
第二の理由として、里親、養子縁組家庭の子どもと
関わる可能性があることがあげられる。2016 年に児
童福祉法が改正され、虐待等により親元で生活できな
い子どもが、家庭と同じような環境で養育されるよう
に国や自治体が対応すると明記され、児童相談所の業
務として里親支援や養子縁組の利用促進に向けた相談
などが位置づけられた。これにより、今後は児童養護
施設での子どもの養育から、里親、特別養子縁組、グ
ループホームなどによる「家庭的養育」の比重が大き
くなり、里親家庭や養子縁組家庭で育つ子どもを小学
校教員は担任として受け持つ可能性が高くなることが
予想される。そして、里親や養親に育てられている子
どもやその保護者と関わる場合、教員の無知や無理解
から適切な教育および支援が行えない可能性もある。
例として、近年、小学校で実施されることが多い「二
分の一成人式」や道徳もしくは生活科授業で扱われる
「生い立ち」に関する授業の対応をとりあげる。この
教育活動では、親へ妊娠・出産期から今までの様子を
聞き取らせたり、母子手帳や写真を持参させるなど、
活動を通じて子どもが傷ついたり、親が戸惑うなど、
里親や養子縁組家庭の子どもたちやその親に対する教
師の理解や配慮が欠けている事例が報告されている
（静岡新聞  2015）（朝日新聞デジタル 2017）。一方で、
森（2012）は、教員を対象とした調査によって「ほと
んどの教員は親から相談を受ければ『生い立ち』を扱
う授業のあり方について検討するという柔軟な姿勢で
のぞんでいる」ことを明らかにするとともに、「教員
自身が血縁主義の家族観から非血縁家族も含めた多様
な家族観へと視点を広げていくことの重要性が示唆さ
れた」と述べている。授業内容について「親から具体
的な相談があれば対応する」というこの調査結果から、
保護者から非血縁家族であるという事実を事前に教員
に知らせることが配慮の前提となっており、具体的な
困りごとという形で相談をしないと、真実告知等の問
題やその子どもと家族が抱える葛藤を慮って授業内容
を考えることができない教員もいると推察できる。実
際は、子どもの出自や親子の関係といったデリケート
な事柄を教員に明らかにすることを苦痛に感じる保護
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者や子どもも少なくない。当事者からの申し出によっ
て対応するのではなく、「生い立ち」を扱う授業が及
ぼす影響について教員自身が理解して実施することが
求められるのではないだろうか。そのためには、森が
指摘するように多様な家族があることを教員が認識す
ることが重要である。なお、この「生い立ち」に関す
る問題は、施設で生活する子どもたちやひとり親家庭、
再婚家庭などにも共通して配慮が必要な事項である。
以上の点から、教員自身が児童福祉施設の子どもた
ちや里親、養子縁組について学び、家族の多様性や社
会的養護とそこで生じる問題について考える機会が必
要であるといえる。

Ⅲ．福祉専門職との連携

福祉的ニーズのある子どもや家庭と関わる際に、教
員は、児童相談所や児童養護施設、生活保護担当ワー
カー、民生委員などの児童福祉の専門機関や専門職と
連携をとる必要がある。専門機関や専門職の役割と機
能を知っておくことは、連携をスムーズにするうえで
重要である。
文部科学省は、「チーム学校」を実現するための視

点として「専門性に基づくチーム体制の構築」を挙げ
ており、教員以外の専門スタッフとして、スクールソー
シャルワーカーやスクールカウンセラーを位置づけて
いる。生徒指導に関する課題解決に当たっては、スクー
ルソーシャルワーカーらの協力を得ることが重要であ
るとされており、教育委員会がそれぞれの活動指針等
を策定し、学校の教職員に対して周知することが求め
られている。ただし、教員は、課題を専門スタッフの
みに任せるのではなく、自らが中心となってスクール
ソーシャルワーカーらとともに連携・分担して取り組
むことが重要となる。さらに、学校としては、スクー
ルソーシャルワーカーらの役割等を明確化し、生徒指
導や教育相談の組織に有機的に位置づけ、教職員に周
知徹底していくことが必要となる（今村・下田 

2017）。
百瀬・加瀬（2016）は、福祉・心理専門職へのヒア
リング調査を実施し、スクールソーシャルワーカーの
役割について、「連携の機会が多い管理職や一部の教
員を除くと役割を理解していない教員が多いと感じて
いる」ということ、また、学校・教員の課題として、

「『SOSを出すタイミング』が遅い」、「問題を抱え込
まず他者の力を借りる『相談力』を身に着けることが
必要である」といったことを明らかにしている。
子どもたちが抱える福祉ニーズは、学校だけで解決
できない問題が多い。保護者に生活保護受給や精神科
への受診を勧めることなど、教員が行うには負担が大
きい内容も多い。そのような場合、スクールソーシャ
ルワーカーらと連携をとることで、子どもたちには適
切な支援がより速く提供できるとともに、教員負担も
軽減することができる。よって、連携がスムーズにい
くためには、教員が福祉専門職の役割についてより理
解する必要がある。

Ⅳ．子どもへの福祉教育の展開

2002 年度から学習指導要領の中に福祉やボラン
ティアが導入され、学校教育法や社会教育法において
も「ボランティア活動など社会奉仕体験活動、自然体
験活動その他の体験活動」の推進が位置づけられてい
る。現在の小学校の総合学習においては、「福祉・健康」
分野の実施状況が平成 27 年度実施計画で 82.9％と
なっており（文部科学省 2016）、高い割合で子どもへ
の福祉教育が小学校で行われていると推察できる。
福祉教育は道徳や総合学習の時間に取り扱われてい
るようであるが、ここでの教材選定や授業展開は、子
どもたちの福祉観形成に影響を及ぼす。
たとえば、福祉教育の一環として、障害の疑似体験
がとても安易に展開されている授業も見受けられる。
疑似体験を通じて障害のある人の機能低下や生活の支
障のみを強調してしまい、「障害のある人は大変であ
る」、「障害のある人はかわいそう」といった印象を子
どもたちに持たせ、「障害のある人を見かけたら手伝っ
てあげよう」といった画一的な感想を引き出すような
授業では「障害」の負の側面だけをとりあげ、弱者救
済的な福祉観を子どもに持たせてしまう危険性がある
といえる。
本来の福祉教育においては、生活の支障を知るだけ
でなく、障害がありながらも生活をしている人々の持
つ「強さ」や「障害」そのものが社会環境によって作
り出されているものであるという気づきを促し、子ど
も自身がいろいろな人々と地域でともに暮らしていく
ために何が必要か考えるきっかけを提供することが重
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要である。そういったねらいを持って福祉教育を展開
することで、子どもたちに豊かな福祉観を育てること
ができる。そのためには、教員自身の福祉観の醸成が
必要であり、教員が社会福祉サービスや支援方法だけ
ではなく、社会福祉の価値について理解することが求
められる。そうすることでより子どもたちの学びを深
める教材研究、授業展開ができるといえる。
また、福祉教育の授業を福祉の当事者や関係機関の
職員に依頼するケースもしばしば見られる。障害のあ
る方の講話や社会福祉協議会の職員による子どもたち
対象のワークショップなどがその例としてあげられ
る。子どもたちにどのような学びをさせたいのかに
よって、依頼する当事者や関係機関が変化するであろ
うし、授業での依頼内容も違ってくる。また、授業を
外部講師に一任して終わらせてしまうのではなく、学
校の教員自身がその授業のねらいを理解し、その授業
時だけでなく、日常の学校生活のなかでその学びを活
かす形で子どもと関わることがより教育効果を高める
ことにつながることは言うまでもない。
一番ヶ瀬（1988）は、「教師が福祉の視点を明確に持っ

ていれば、国語、社会、音楽をはじめ、教材のなかに
は使えるものが無数にある。このことの重要性を抜き
にして福祉教育がたんに行事や課外活動にだけおわっ
ては、深く根づかないことはいうまでもない。やはり、
学校教育の基軸となる授業のなかにくみこまれなけれ
ば、それは認識として浸透していくのに限界があると
思えるからである（原文ママ）」と述べている。
このことからも、福祉教育の推進には、明確な福祉
観が教員自身にあるかが問われているといえるだろ
う。

Ⅴ．結　論

本稿は、現在の小学校教員養成課程における社会福
祉を学ぶ意義について、①福祉ニーズのある子どもと
家庭に対する理解、②福祉専門職との連携、③子ども
への福祉教育の展開の 3つの視点から検討した。その
結果、第一に、教員がより適切な支援をするためには、
虐待や子どもの貧困、障害児のいる家庭、多様化する
家族のあり様など、現代社会のなかで発生している福
祉問題や福祉ニーズを知ることが必要であることが明
確化された。第二に、福祉専門職と教員が連携するた

めには、教員が福祉専門職の役割を理解することが前
提となることがわかった。第三に、子どもへの福祉教
育を行うためには、教員自身の福祉観の醸成が求めら
れていることが明らかとなった。よって、小学校教員
養成課程において社会福祉を学ぶことは、小学校教員
として、子どもやその家庭への適切な教育および支援
を行ううえで、意義深いものであるといえる。
なお、これまで論じた小学校教員が理解すべき社会
福祉に関する事項は、教職員免許法改正に伴って示さ
れた教職課程コアカリキュラムのなかで、一部教育目
標として示されている。具体例をあげると、福祉ニー
ズのある子どもと家庭に対する理解については、「特
別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対する理
解」において “障害はないが特別の教育的ニーズのあ
る幼児、児童及び生徒の把握や支援” が目標に掲げら
れており、貧困家庭の子どもに対する理解などを学ぶ
ことになっている。また、「生徒指導の理論及び方法」
においても “個別の課題を抱える個々の児童生徒への
指導” が目標として挙げられ、児童虐待への対応等を
学ぶとされ、さらに「教育相談（カウンセリングに関
する基礎的な知識を含む。）の理論及び方法」におい
ても “教育相談の展開” のひとつとして虐待などの課
題に対する教育相談の進め方の理解が目標として示さ
れている。
このように社会福祉に関する事項についての教授内
容は、それぞれ別の科目に位置づけられており、体系
的に学ぶわけではない。また、各科目の特性上、教育
実践に関する他の学習目標を達成することに重点をお
いた授業が展開される可能性が高く、これら社会福祉
に関する項目をとりあげる総時間数はごく限られたも
のになり得ることが危惧される。さらに、各科目を教
授する教員が社会福祉を専門とする可能性は低く、授
業を通じて十分に社会福祉の価値や専門性を伝えると
いう点では課題があるといえる。
したがって、小学校教員養成課程では、社会福祉を
体系的に学ぶ独立した科目、具体的には「社会福祉」
もしくは「児童家庭福祉」といった社会福祉分野の科
目を設定し、その教授については社会福祉を専門とす
る教員が行うことが望ましいと考える。
しかしながら、社会福祉分野の科目を新たな免許必
修科目とすることは、単位数の増加につながるため現
実的ではない。なぜならば、特別支援に関する科目の
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必修化においても、免許取得に必要な最低単位数は増
加させない方針で検討された経緯があるからである。
そのため、小学校教員養成課程において社会福祉関連
科目の位置づけを考えるならば、教養教育の一環とし
て位置づけることが望ましいと考える。社会福祉を学
ぶことは、教員として必要な福祉の知識を修得するだ
けでなく、教養教育がめざす、人としての生き方、市
民としての社会への参加の仕方について学び考え、そ
の根底において問われる倫理を育む一助となる。すべ
ての人が共に生きる社会の構築という視点は、教育現
場における福祉的ニーズを抱えた子どもたちへの支援
者として、また、福祉教育の担い手として教員がもつ
べき教養というだけではなく、一人の人間として学ぶ
べき教養であるとも言えるのではないだろうか。
最後に、本研究は、小学校教員養成課程における社
会福祉分野の科目の設定を提言するに留まった。さら
に研究を進め、科目として、具体的な教授内容および
方法について今後は検討していきたい。
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